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大阪府議会議員 活動報告書

大阪・関西は、

2025年万博の誘致を

めざしています。

大阪府議会は、

万博誘致活動に全力で

取り組んでいます。

現在の「関空連絡橋」は左上写真のように途中で途切れ、

暴風で倒れた「電柱」は右上写真のように今も仮復旧のまま

です。

昨年10月の台風21号では男里川で線路が歪み、南海電車が

一部区間で運休となりました。今年平成30年7月水害では、至

る所で「がけ崩れ」や「ため池崩れ」、「冠水」が発生しま

した。そして、本年9月の台風21号では、今までの人生で経験

したことのない被害を目の当たりにしました。

被災されたみなさまに、心からお見舞いを申し上げます。

左写真は、阪南市の被害

です。右上の左写真は、田

尻町の被害です。右上の右

写真は、泉南市の被害です。

今議会の一般質問では、

大阪府議会の本会議場にて、左写真の

ように、これらの写真をモニターに掲げ

て地元の被害状況を説明し、支援策等を

議論しました。

写真提供を頂きました各市役所・役場

のみなさま、ありがとうございました。

具体の支援策については、『大阪府ホー

ムページ』の「重要なお知らせ」に掲載

されていますので、ご活用下さい。

また、関空への連絡にもう1本必要だとの観点から、「南ルー

ト（トンネル型）」の提案を行いました。膨大な税金投入の

財源や現在の関空連絡橋でも交通量に余裕があるのに、新た

にもう1本作れば、平時はガラガラで需要がない、また、その

状況でどのように工事費を回収するのかなど、たくさんの指

大阪府の災害支援策は、『大

阪府のホームページ（http://ww

w.pref.osaka.lg.jp/）』の「重

要なお知らせ」をご覧下さい。
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摘を頂戴しました。この台風21号で明らかになった関空連絡橋がダメに

なった場合の関空の機能を維持するのに根本的な解決策は、トンネル型

のもう1本の関空連絡道路であることは間違いないのですが、指摘され

た点も、ごもっとも。

関空は、次の世代がこの大阪でメシを食っていくための最重要施設で

す。島の空港でありながら、万が一の場合に備えた、海上自衛隊や海上

保安庁などの大型船が着岸できる港湾施設を持ち合わせていないことや、

非常時・有事における大型船やヘリによる対岸（泉州への海岸）への輸

送を想定していないなど、幾つもの問題点が明らかになりました。従っ

て、南ルートは財源問題などがあるにしても、非常時・有事における関

空との連絡については、現状維持ではダメです。今後、議論を深めなけ

ればなりません。

左上の橋のイメージ図は、和歌山市役所からお借りした『紀淡海峡大

橋』。南海・東南海地震時の津波・防災対策の観点から取り上げました。

商工労働常任委員会 岬町・関電跡地への企業誘致
岬町において、戦時中の海軍や川崎重工の用地に、

戦後、関西電力が進出。現在、関西電力多奈川第1

発電所用地は、関電が撤退。大阪府内では企業誘致

の用地が少なくなっており、跡地への企業誘致が求

められる。該当地の用途地域は、「工業地域」。

大阪府の見解

関西電力多奈川発電所跡地は、約８．２ヘクター

ルのまとまった敷地面積を有し、また関西国際空港

にも比較的近い場所にあることから、重要な産業用地であると認識している。

当該跡地については、岬町長からの申請に基づき、平成２５年４月、知事

が「岬町多奈川臨海地区」として、工場等の不動産取得税を軽減する産業集

積促進税制や企業立地促進補助金制度が適用できる「産業集積促進地域」に

指定したところ。

また、平成２７年１０月には、企業が本社機能を移転、拡充する場合に国

から法人税の軽減等が受けられる地方拠点強化税制の対象地域に当該地を含

めるなど、企業が立地する際に活用できる様々な優遇支援制度を講じている。

府内における企業立地については、工場用地を探している企業から、直接

または間接に、毎年６０件程度の問合せをいただいており、希望される内容

や条件等に応じて、適宜、立地の可能性がある用地の地権者等へ紹介を行っ

ている。

多奈川発電所跡地についても、用地にかかる問合せ内容に応じて、地権者

である関西電力に紹介を行っているところであり、昨年度には、地権者と自

治体が情報交換や連携した誘致活動を行うため、岬町・関西電力・大阪府に

よる「多奈川地域活用に向けた意見交換会」を立ち上げ、これまで４回意見

交換会を実施した。

今後とも、この意見交換を最大限活かし、岬町及び関西電力と連携・協力

しながら企業立地に向けて取組んで参る。

上と右の新聞記事は、2018年10月14日

毎日新聞1面と26面


